
◦　特に「逮捕後の手続」について問う問題は繰り返し問われているので、要
注意である。
★　『刑事資料』、『刑事指導旬報』、『各部通達』、『全員教養資料』等は必ずチェッ
クしておきたい。

生活安全の直近５年間の分析
巡査部長１次：３問　  巡査部長２次：３問　  警部補：２問　  警部：２問
◦　全階級を通じて、生活安全関係法令（例えば、児童福祉法、私事性的画像
被害防止法、特定商取引法、ストーカー規制法、不正アクセス禁止法、DV
防止法、不正競争防止法）からの出題が頻出であるから、特に注意が必要で
ある。
◦　巡査部長試験では、「児童買春・児童ポルノ禁止法」からの出題が他の階
級と比べて顕著である。
★　『生活安全』、『各部通達』、『全員教養資料』等は必ずチェックしておきたい。

組織犯罪対策の直近５年間の分析
巡査部長１次：３問　  巡査部長２次：３問　  警部補：２問　  警部：２問
◦　全階級を通じて、「暴対法」、「薬物事犯」からの出題が頻出である。
◦　「犯罪収益移転防止法」や「入管法」も近時、出題傾向にある。
★　『各部通達』、『全員教養資料』等は必ずチェックしておきたい。

※　実務の SA 対策としては、月刊誌ベストが、
月刊誌としての特長を生かし、昇任試験で問
われる可能性の高い、近時の通達・資料・改
正等をなるべく早い段階で掲載・反映してい
ます。是非ご参考ください。
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令和 4年実施警部補
No.1	 時　事 	 15
	 2	 サイバーセキュリティ 	 16

令和 3年実施警部補
No.3	 時　事 	 18
	 4	 サイバーセキュリティの用語 	 19

令和 2年実施警部補
No.5	 法令用語 	 22
	 6	 サイバーセキュリティの用語 	 23

令和元年実施警部補
No.7	 英会話 	 25
	 8	 オリンピックの用語 	 25

令和 4年実施巡査部長
No.9	 サイバーセキュリティ 	 27
	 10	 故事成語、慣用句等 	 28
	 11	 時　事 	 29

令和 3年実施巡査部長
No.12	 サイバーセキュリティの用語 	 32
	 13	 時事用語 	 33
	 14	 英会話 	 34

令和 2年実施巡査部長
No.15	 オリンピックの用語 	 36
	 16	 文学作品と作者 	 36
	 17	 英文和訳 	 37

社会常識
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平成 31 年実施巡査部長
No.18	 オリンピックの用語 	 39
	 19	 時事用語 	 39
	 20	 英会話 	 41
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令和4年実施警部補
No.1	 次は、時事に関する記述であるが、妥当でないものはどれか。

⑴　国際銀行間通信協会（SWIFT）は、資金決済などに必要な金融情報を安
全かつ迅速に通信できるよう運営している国際協会のことをいい、世界各国
の金融機関間の金融取引の仲介と実行の役割を担っている。

⑵　人権デューデリジェンスとは、企業が、自らの事業活動による人権への負
の影響とリスクを特定し、リスクを分析・評価して適切な対策を策定・実行
するプロセスをいい、これには、対策の実施状況や結果の追跡調査、更なる
是正措置について、情報を開示することも含まれる。

⑶　SDGsは、ミレニアム開発目標（MDGs）の後継として採択された、
2030年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標をいい、発展途上
国だけでなく先進国自身が取り組む普遍的なものとして、日本も積極的に取
り組んでいる。

⑷　持続化給付金制度は、新型コロナウイルス感染症による経済的影響への緊
急経済対策の一施策として、営業自粛等により特に大きな影響を受けたとさ
れる事業者に対して、国が給付金を給付する制度をいい、これを不正受給し
た者は、中小企業庁の調査・判断の有無にかかわらず、返還の際に加算金・
延滞金が必ず課される。

⑸　マイナンバーカードの健康保険証は、「マイナ受付」のポスターやステッ
カーが貼ってある医療機関や薬局において利用でき、患者の同意があれば、
医師や薬剤師は、当該患者の特定健診情報や診療・薬剤情報を閲覧すること
ができる。

⑴　 妥 当。 国 際 銀 行 間 通 信 協 会（Society for Worldwide Inter-bank Financial 
Telecommunication、略称：SWIFT）は、銀行間の国際金融取引を仲介するベル
ギーの協同組合である。この組織によって提供される安全性の高い決済ネットワー
クシステムも「SWIFT」と呼ばれ、世界各国の銀行・金融機関を結び、世界中の
高額な決済の約半分がこれを利用しているとされる。2022 年 3 月、ウクライナ侵
攻に対する経済制裁として、ロシアの 7 銀行がネットワークから排除された。

⑵　妥当。枝文のとおり。人権デューデリジェンスとは、企業が事業活動に伴う人権
侵害リスクを把握し、予防や軽減策を講じることをいい、一連のプロセスには、リ
スク防止・低減施策の実施状況や効果のモニタリング、ステークホルダー（利害関
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◆総務・警務必須用語

服務・指導支援等
No.1	 服務・勤務規程 	 47
	 2-4	 ハラスメント 	 48
	 5-7	 休暇・休業 	 52
	 8-9	 指導支援制度 	 56

文書管理
No.10	 文書管理規程 	 59

情報セキュリティ等
No.11-15	 情報セキュリティ 	 60
	 16-18	 サイバーセキュリティ 	 66

遺失物・拾得物
No.19	 遺失物の取扱い 	 71

その他
No.20	 犯罪被害者支援 	 73

指導・教養
No.21-35	 指導・教養 	 75

総務・警務

43
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の資質及び組織の公務能率を向上させることを目的とするものである。つまり、職
員の性格や経歴等を評価の対象にしておらず、「若くして昇任した」、「本部勤務を
何回も経験している」という個別の人的要素は、評価の対象には含まない。

⑶　妥当でない。再採用選考制度に関する対象は、以下のように定められている。
　・　警視庁警察官として勤務した年数が 5年以上である。
　・　警視庁警察官を退職して 10 年以内である。
　・　選考する年度の 3月 31 日現在において 60 歳未満である。
　�　したがって、男女を問わないことから、「60 歳未満の女性」という記述は妥当で
ない。

⑷　妥当でない。パワー・ハラスメントとは、職務上の地位、人間関係等職場におけ
る優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて精神的若しくは身体的苦痛を与え
る、又は職場環境を悪化させる不適切な言動をいうのであって、階級、役職等の上
位職の者による言動だけでなく、専門技術又は能力の差等の職務上の優位性が認め
られ、相手に対する実質的な影響力のある者による言動もパワー・ハラスメントに
該当する場合がある。

⑸　妥当でない。実務 3年以上ではなく、実務 2年以上の巡査部長（同相当職）以下
から、後進の育成意欲に旺盛な女性職員をメンターに指定する。なお、メンターと
メンティの組合せは双方の勤務体制や出身地、希望の係等を勘案して行うことと
し、新任女性職員の不安や悩みの解決を支援するとともに相互の連帯を強め、職員
双方の成長を促すことを目的としている。

正解⑵
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指導・教養

◆交通必須用語

交通規制・許可等
No.1-4	 道交法 	 99
	 5	 徐　行 	 104
	 6	 道路における禁止行為 	 105
	 7	 妨害運転となる行為 	 106
	 8	 停車及び駐車を禁止する場所 	 107
	 9	 緊急自動車の特例 	 108
	 10	 運転免許 	 109
	 11	 自転車の乗車人員 	 109

交通違反の指導取締り
No.12-15	 交通違反の指導取締り 	 111

交通関係法令全般
No.16-26	 交通関係法令全般 	 117

指導・教養
No.27-31	 指導・教養 	 134

選択式
No.32-35	 交通課主任の措置 	 142

交　通
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走しようとする場合においても、車に手をかけたり、無理な追跡をしたりしないよ
う受傷事故防止に最大の配意が必要である。したがって、徒歩による取締りは、逃
走防止と受傷事故防止の必要上、違反車両を可能な限り道路外の施設に誘導して行
わなければならない。

正解⑴、⑵、⑷
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選択式

◆地域必須用語

地域警察活動
No.1-7	 地域警察活動 	 153
	 8	 地域警察運営規程 	 162
	 9-11	 巡回連絡 	 163
	 12-13	 緊急配備等 	 167
	 14	 装備資器材 	 169
	 15	 交番相談員 	 170
	 16	 警視庁地域安全サポーター 	 171

事件・事故処理
No.17	 めい規法 	 173
	 18-22	 軽犯罪法 	 174
	 23	 簡易書式例適用事件 	 181
	 24	 地域警察の事件処理 	 182

指導・教養
No.25-31	 指導・教養 	 185

選択式
No.32	 微罪処分 	 195
	 33	 めい規法 	 196
	 34	 泥酔者等の保護取扱い 	 197
	 35	 地域警察の事件処理 	 199

地　域
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前提とする条件を満たしていても、簡易書式例の適用対象事件とはならない。
⑸　妥当でない。万引き事件で微罪処分や簡易送致する場合は、原則として被害品は
押収する必要がないので、現場で写真撮影し証拠化しておけばよいが、被害品を隠
匿するために使用したバッグ等は犯罪供用物となるため、写真撮影で明らかにした
場合であっても、押収手続等（任意提出・領置・還付）を行わなければならない。

正解⑶、⑸
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選択式

◆警備・公安必須用語

警備・公安関係法令
No.1-4	 警備・公安関係法令 	 205
	 5-7	 警備・公安関係用語 	 210

警備・公安情勢
No.8-9	 公安情勢 	 215
	 10-11	 日本共産党 	 217
	 12-13	 右翼及び極左暴力集団 	 220
	 14	 オウム真理教 	 222
	 15	 国際テロ対策 	 223
	 16-17	 サイバー攻撃 	 225

警備実施
No.18-20	 災害警備実施 	 228

指導・教養
No.21-31	 指導・教養 	 233

選択式
No.32-33	 警衛・警護 	 252
	 34	 警備活動 	 254
	 35	 警衛・警護 	 256

警備・公安

201

警
備
・
公
安

社
会
常
識

総
務
・
警
務

交

通

地

域

刑

事

生
活
安
全

組
織
犯
罪
対
策

【SA実務編】



◆刑事必須用語

刑事全般
No.1	 犯罪手口 	 263
	 2	 選挙違反 	 264
	 3	 特殊開錠用具所持等禁止法 	 265
	 4	 常習累犯窃盗 	 266
	 5	 暴力行為等処罰法 	 268

捜査活動
No.6	 告訴の受理 	 270
	 7	 手配制度 	 271
	 8	 面割・面通し 	 272
	 9	 事件の移送・引継ぎ 	 273
	 10	 取調べの録音・録画 	 275
	 11	 事件送致（付）	 276
	 12-13	 令状請求 	 277
	 14-17	 鑑識活動 	 281
	 18-21	 刑事課主任の措置 	 285

捜査書類
No.22-24	 捜査書類 	 292

指導・教養
No.25-31	 指導・教養 	 297

選択式
No.32	 暴力行為等処罰法 	 309
	 33	 刑事警察 	 310
	 34	 令状請求 	 311
	 35	 刑事警察 	 313

刑　事
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が、所在地については省略することができる。
⑸　共同正犯事件について、共同正犯の被疑者のうち、1名のみを逮捕して送致
する場合には、送致書の罰条欄に「刑法第60条」と記載する必要はない。

⑴　妥当。「謄本」とは、文書の原本の内容を証明するために、原本の内容を同一の
文字、符号で全部かつ完全に謄写した書面であることから、検察官に追送致する
際、謄本化した書類を書類目録に記載する際の日付については、謄本の作成年月日
ではなく、原本の作成年月日を記載しなければならない。
⑵　妥当でない。余罪関係報告書は、身柄拘束されている被疑者等を取り調べた場合
で、「当該逮捕又は勾留の理由となっている犯罪事実以外の犯罪に係る被疑者供述
調書を作成したときに作成する」こととされている。したがって、身柄拘束されて
いる被疑者の余罪事件について、供述調書を作成しなかった場合については、余罪
関係報告書を作成する必要はなく取調べ状況報告書のみを作成すればよい。
⑶　妥当。実況見分は、事実認定の資料とするため、犯罪の現場その他犯罪に関係の
ある場所、身体又は物についてその存在及び状態を五官の作用により認識するため
に行う任意の捜査手続をいう。実況見分調書の作成年月日は、犯罪現場等の状態を
全て認識し終えた実況見分調書の作成を終えた日を記載する。なお、実況見分調書
は、刑訴法 321 条 3 項の類推適用を受け、検証調書と同様の証拠能力を取得する。
犯捜規範 106 条は、「被疑者の供述により凶器、盗品等その他の証拠資料を発見し
た場合において、証明力確保のため必要があるときは実況見分を行い、その発見の
状況を実況見分調書に明確にしておかなければならない。」旨を定めている。
⑷　妥当。逮捕状下段の「引致すべき官公署又はその他の場所」の欄は、警察署名を
記載すればよく、所在地については省略することができる。なお、指名手配・指名
通報の場合は、引致署をあらかじめ特定することは困難であり、特定の警察署のみ
を引致場所にしておいたのでは逮捕署に引致して処理することが不可能となること
があるので、例えば、「丸の内警察署又は逮捕地を管轄する警察署」と記載し、場
所の特定を害さない限度で択一的に記載することとしている。
⑸　妥当でない。他の共謀者と共同して犯罪を実行した共同正犯事件について、共同
正犯の被疑者のうち、1名のみを逮捕して単独で送致する場合であっても、送致書
の罰条欄には「刑法第 60 条」との記載を要する。また、意思の連絡なしに同時に
人を傷害した場合のような同時犯の場合についても、「刑法第 60 条」と記載するこ
ととされている。しかし、必要的共同正犯（賭博・凶器準備集合など）について
は、「刑法第 60 条」とは記載しないこととされている。

正解⑵、⑸
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選択式

◆生活安全必須用語

生活安全警察関係法令
No.1-10	 生活安全警察関係法令 	 319

生　活
No.11-15	 人身安全関連事案 	 335
	 16	 サイバー犯罪 	 342
	 17	 鉄道営業法 	 344
	 18	 悪徳商法 	 345
	 19	 著作権法 	 346

保　安
No.20-21	 風適法 	 348
	 22	 迷惑防止条例 	 349

少　年
No.23	 用　語 	 351
	 24	 少年法 	 351
	 25	 少年事件の送致 	 353
	 26-28	 福祉犯 	 354

指導・教養
No.29-31	 指導・教養 	 359

選択式
No.32-35	 生活安全課主任の措置 	 364

生活安全
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◆組織犯罪対策必須用語

組織犯罪対策関係法令
No.1-13	 組織犯罪対策関係法令 	 375

暴力団
No.14	 指定暴力団 	 394
	 15	 準暴力団 	 395
	 16-18	 暴対法・暴排条例 	 396

銃器・薬物事犯
No.19	 銃刀法 	 401
	 20-21	 薬物関係法令 	 401

外国人関係犯罪
No.22	 領事館通報 	 404
	 23-24	 入管法 	 404

指導・教養
No.25-31	 指導・教養 	 408

選択式
No.32-35	 組織犯罪対策課主任の措置 	 420

組織犯罪対策

371
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